
食
品
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連

事
業
者

再
生

利
用

事
業

者

食
品
循
環
資
源

☆
委
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に
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る

再
生

利
用
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推

進

○
基
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方

針
の

作
成

・
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値
目

標
（

平
成

2
4
年

度
ま

で
に

業
種
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の

目
標
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を

達
成

）
・

再
生

利
用

等
の

方
策

等
○

事
業

者
の

判
断

基
準

の
策

定
・

発
生

抑
制

の
基
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・

減
量
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基
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・
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利
用
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基
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等

（
平
成
12
年
６
月
公
布
、
平
成
1
3
年
５
月
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行
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平
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1
9
年
６
月
一
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改
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行
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・
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法
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飼
料
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特
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林
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臣
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要
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等
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実
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組
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不
十
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品
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の
者
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１
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７
千
業
者
）

※
食
品
廃
棄
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全
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５
割

定
期
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告

の
義

務
づ

け

（
促
進
の
た
め
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置
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録

認
定

食
品
関
連
事
業
者
（
再
生
利
用
事
業
計
画
）

再
生
利
用
事
業
者

農
林

漁
業

者
等

食
品
循
環
資
源

特
定
肥
飼
料

特
定
農
畜
水
産
物

☆
利

用
を

含
め

た
計

画
的

な
再

生
利

用
を
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進

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
仕
組
み

食
品
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ク
ル
法
の
仕
組
み

○
食

品
リ
サ

イ
ク
ル

法
に
つ
い
て

荷
卸
し
の
許

可
不
要

荷
積

み
・
荷

卸
し
の

許
可

不
要
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容器包装リサイクル法の概要 
 

◆ 法律の趣旨 
 

家庭から排出されるごみの重量の約２～３割、容積で約６割を占める容器包装廃棄物

について、リサイクルの促進等により、廃棄物の減量化を図るとともに、資源の有効利

用を図るため、平成７年６月に制定（法案提出は厚生省）、平成９年４月から本格施行。 

法律の所管は、環境省、経済産業省、財務省、厚生労働省及び農林水産省の５省共管。 
 

ごみについて市町村が全面的に処理責任を担うという従来の考え方を改め、容器包装

の利用事業者や容器の製造等事業者、消費者等に一定の役割を担わせることとした。 
 

◆ 対象容器包装 
 

容器包装リサイクル法の対象となる容器包装は、家庭から排出されるスチール缶、ア

ルミ缶、ガラスびん、段ボール、紙パック、紙製容器包装、ペットボトル及びプラスチ

ック製容器包装の８種類となっている。 

※ 事業者の再商品化義務の対象は、ガラスびん・ペットボトル（平成９年４月から）、

紙製容器包装・プラスチック製容器包装（平成 12 年４月から）の４種類。 
 

◆ 容器包装廃棄物の分別収集・再商品化の流れ（指定法人ルート） 
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事務・権限概要シート 

出先機関名：地方環境事務所  整理番号（ ０６ ）

事務・権限概要シート（個票） 

自己仕分けの際
の事務・権限名 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命
令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査 

 

【移譲対象となる事務・権限】 

自己仕分けで移
譲すると整理し
た事務・権限の
具体的な内容 

（移譲する事務・権限名） 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命

令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査に関する事務 

（具体的な内容） 

法第 29 条の報告聴取・立入検査のうち、環境省地方環境事務所が使用者に対して

行うものを権限移譲の対象とする。これは、特定特殊自動車排出ガスの規制等に関

する法律に基づく型式届出特定特殊自動車等に係る技術基準適合性・均一性を、使

用過程において確認することにより、特定特殊自動車全体の排出ガス抑制性能の維

持を図るための事務である。 

① 実施時期 

 ・現行は通報等による。 

② 立入場所 

・ 全国各地の工事現場、事業所、資機材拠点等、検査対象車の所在する場所 

③ 検査内容 

ⅰ 使用者、車名・型式、製造番号、製造年月日、燃料の種類、 

定格出力等の確認 

ａ 基準適合表示・少数特例表示・確認証、各種契約書（販売、賃貸借、保険等）、

検査記録表、点検整備帳、取扱説明書等の閲覧・確認 

ｂ 目視による実機の確認 

ⅱ 実機を用いる排出ガス試験 

ａ 試験方法 

・ ディーゼル車： 無負荷急加速黒煙試験 

・ ガソリン車： アイドリング排出ガス試験 

ｂ 試験用機材 

・ 黒煙測定器、CO/HC 測定器、発動発電機、空気圧縮機等 

・ 検査する側が購入・維持し、職員が立入場所へ持参。機材の操作・測定も

当該職員自らが実施。 

④ 業務手順 

・ 別紙１の事務実施フロー参照 

⑤ 留意点 

ⅰ 基準適合命令対象車の広域移動に関し、地方公共団体間での連携が必要とな

る場合がある。 
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 ⅱ 使用者への立入検査情報は、環境省本省との情報共有が必要。 

（移譲対象外の本省権限である特定特殊自動車製作等事業者等の届出事業者

への改善命令に繋がる可能性があるため） 

 ⅲ 別紙２の環境省と関係省庁との役割分担のとおり、環境省のほか、検査対象

車の使用事業の事業所管省庁も、各所管事業の使用者に対する技術基準適合

命令権限等を有する。 

予算の状況 
（単位:百万円）  

関係職員数  

事務量（アウト
プット） 

現行は通報等による都度対応となっているため、事務量は不定である。 

検査対象車の今後の普及進捗状況に伴い、検査の定量化/定期化等の検討が必要と思

慮。 

備考  

 
 
【参考：平成 22 年に行った自己仕分けの結果】 
事務・権限の概
要 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（以下「法」という。）第１８条に
基づく技術基準適合命令を行うため、同法第２９条に基づき、当該命令の対象とな
る特定特殊自動車の使用者に対して、特定特殊自動車の使用状況その他の必要事項
に関する報告、特定特殊自動車の所在すると認められる場所への立入、特定特殊自
動車等の検査等（以下「報告徴収・立入検査」という。）ができることとなっている。
 なお、この報告徴収・立入検査に関する規定については、条文上、法第１３条に
規定する届出事業者に対する改善命令、法第１４条に規定する表示の禁止の措置を
講じるため、法第６条第１項の規定による特定原動機の型式指定を受けた者、届出
事業者、法第１２条第３項の規定による少数生産車の承認を受けた者に対する報告
徴収・立入検査に関する規定と一体として規定されている。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

3,757 百万円の内数 
※地方事務所予算中、「地方環境事務所一般行政に必要な経費」及び「大気・水・土
壌環境等の保全に必要な経費」、「環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費」、「環
境政策基盤整備等に必要な経費」の合計 

関係職員数 環境対策課定員 52 名の内数 

事務量（アウト
プット） 

 
 
 

地方側の意見 「地方」（全国知事会「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」報告（p.64）、
平成 22 年７月 15 日） 

その他各方面の
意見 

 

既往の政府方針
等 
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自己仕分け 
 
【仕分け結果】 
 
 
 

 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該
命令に係る使用者に対する報告徴収・立入検査に関する権限については、地方環境
事務所の事務から外し、地方公共団体に移管する。ただし、本省で行っている製造
業者等への規制（法第１３条の改善命令等）については、国際的な商品である特定
特殊自動車に対するものであるため、引き続き本省において実施することとなる。
本省がこの事務を行うためには、使用者に対する報告徴収及び立入検査を通じた実
態調査が必要不可欠であり、自治体の域外権限の付与、自治体間連携の自発的形成
や広域連合などの広域的実施体制等の整備が行われることとしても、本省による迅
速かつ効率的な実態把握が困難となり、その実態把握の結果に基づく本省の事務で
ある製造業者等への規制を実施することに著しい支障を生じる。このことから、本
省の事務である製造業者等への規制のために、使用者に対する報告徴収及び立入検
査が必要な場合には、本省において事務を行うこととする。 
  

備考 
 

 
 

 

 

Ａ－ａ 
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